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フランスにおける生徒・父母参加の制度と実態 
－市民性教育にも焦点をあてて－ 
The system of students and parents participation in French schools 














（réunion de délégués de classes）がおかれているところもあ
る。筆者が 2004 年に見学したロレーヌ県モンテギュ小学校































































































付けられている14。2011 年 5 月には 577 人（国民議会の定



















地方自治体レベルにおいても，例えばパリ 20 区では 1995




 高校生に関しては，高校生全国同盟（UNL, Union nationale 
lyceenne，1994 年創立）や「生徒代表と高校生活の協会」
（AEVL, Association des elus & de la vie lycéenne，2008 年創
立）などという団体（アソシアシオン）が存在する。すで
に述べたように CSE に高校生代表が参加する枠が存在する





of European School Student Unions）のメンバーでもあり，ヨ







































































des Conseils des Parents d'Elèves）は通常左派，第二の規模で
ある公教育の生徒の父母連盟（PEEP, Fédération des Parents 
d’Elèves de l'Enseignement Public）は通常右派に位置づけら
れる。両者ともに教育に関して何らかの主張を発信し，マ
スコミにも取り上げられる存在である。 
 投票は毎年 10 月に行われるが，そのときは投票キャンペ
ーンが行われ（ポスター作成，新聞やラジオが取り上げるな
ど），また，2010 年 10 月のときは，Chatel 国民教育省大臣は
FCPE,PEEP および UNAAPE（Union Nationale d’Associations 
Autonomes de Parents d’Élèves，「父母生徒自立団体国民同
盟」，父母団体の一つ）の長に，議論を行うように呼びかけ
ている26 
なお，投票率は初等教育段階では 2010 年度では 44 パー
セントで，ここ 2000 年度に 51．2 パーセントをピークに近
年やや低下の傾向にある。中等教育段階では，2010 年度で
























の会員家庭数は 60 万，PEEP は 45 万であるのに対し31，2011
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